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１．緒言
　平成25年度の厚生労働省「厚生統計要覧（平成25
年度）」1）によると，平成23年の18歳以上の聴覚言語
覚障害者数は30万9千人となっている．また，総務
省の「平成22年国勢調査人口等基本集計結果」2）で
は65歳以上の高齢者は2924万6千人でこれは、総人
口の23.0％にあたり，この割合は年々増加していく
と予想されている．加齢による難聴は50歳を超える
と増加すると言われるが，内田らの調査では難聴有
病率は60歳から徐々に増加し，65歳以上で急増する
としている3）．また，高木らの調査においても年齢
と聴力レベルには有意な相関を認めている4）．今後，
人口の高齢化に伴い，聴覚障害者数は更に増加する
と考えられ，加齢による難聴は大きな課題となるこ
とが予測される．補聴器を必要とする難聴者は500
万人を超えると推測されているが，実際の装用者数
は少ない．また，高齢者に関わる医療・介護職者の
大半が老人性難聴を知っているとしながらも対応方
法としては身振り・手振り，筆談が主で，家族に補
老人ホーム利用高齢者の聴力測定と認知機能の
関連性についての検討
－高齢認知症者の補聴器装用の手掛かりに向けて－
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要　　　約
　高齢者への聴力検査の正確かつ効率的な方法を検討すると同時に難聴者の聴力の程度，難聴の質，
補聴状況および認知機能との関係について有料老人ホームを利用している高齢者35例を対象に調査，
検討を行った．その結果，対象の91.1％に片側あるいは両側に難聴が認められ，このうち39.7％が中
等度難聴であった．認知面においては62.9％に認知機能の低下が認められた．しかしながら，認知機
能と聴力検査にかかる時間には相関は認められなかった．選別聴力検査結果と精密検査である標準純
音聴力検査結果の間には高い相関関係が認められた．聴力検査の所要時間と認知機能の間には関係が
認められなかった．難聴を自覚していたのは難聴者の60.0％であった．難聴の自覚困難は補聴器装用
の遅れの原因となりかねない．高齢者に対して負担の少ない選別聴力検査結果の補聴器フィッティン
グへの有用性が示唆された．また，難聴の発見及び啓発の機会を提供し，補聴器による QOL の向上
に結び付けるシステム作りが必要であると考えられた．
聴器等の補聴を勧める職員は2割程度と言う報告も
ある5）．つまり，高齢者の生活において家族や介護
者が難聴について理解していても，補聴器への理解
がなければ高齢難聴者の補聴器有効活用が遅れる可
能性が考えられ，そのため，補聴，残存聴力の活用
は困難になり，さらには QOL の低下も招く原因に
なると考えられる．
　そこで，今回の研究では，補聴器装用，活用への
手がかりとするべく , 高齢者施設内で聴力検査を実
施し，施設における聴力検査の正確かつ効率的な方
法を検討すると同時に聴力の程度，難聴の質，補聴
状況および認知機能との関係について調査，検討を
行った．
２．方法
２. １  対象
　有料老人ホームに通所あるいは入所している68歳
から99歳までの高齢者36例のうち，体調不良により
検査を途中で中止した1例を除く35例を対象とした．
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対象は男性8例，女性27例，平均年齢は84.9±5.7歳
であった．
２. ２  検査と実施場所
　聴覚評価として選別聴力検査と標準純音聴力検
査を行った．認知機能の評価としては Mini-Mental 
State Examination（以下，MMSE）を実施した．
選別聴力検査は併設の耳鼻咽喉科医院の診察室に
て，標準純音聴力検査は同医院にある聴力検査室に
て実施し，MMSE は施設内にある診察室で個別に
実施した．なお，選別聴力検査実施時の診察室の騒
音はRION社製精密騒音計NL-14にて約50dB（A）
であった．
２. ２. １  聴力評価
　聴力評価として選別聴力検査は RION 社製オー
ジオメータAA-77A を，標準純音聴力検査はRION
社製オージオメータ AA-76を使用した．選別聴力
検 査 で は500Hz，1000Hz，2000Hz，4000Hz に お
ける30dB，50dB，70dB の音が聴取可能かどうか
を測定した．標準純音聴力検査は125Hz，250Hz，
500Hz，1000Hz，2000Hz，4000Hz，8000Hz におけ
る最小可聴閾値を測定した． 
　検査手続き理解に問題があった2例に関しては，
音が鳴ると検査者の方へ振り向く行動で閾値を評価
した．その他の対象については検査音提示のスピー
ドコントロールやリハーサルを行うことにより通常
の手続きで可能であった．
　両検査結果は4分法により平均聴力レベルを算出
し，WHO による分類基準をもとに，正常，軽度難
聴，中等度難聴，準高度難聴，高度難聴，重度難聴
に分類した．
２. ２. ２  MMSE
　MMSEは各対象に個別で実施し採点を行った．
２. ３  倫理的配慮
　川崎医療福祉大学倫理委員会による審査を受け，
承諾を得た（承認番号153番）．また，調査研究の目
的と方法，調査協力拒否の権利等についての説明を
各対象に直接行い，同意を得られた対象にのみ調査
を実施した．
３．結果
　標準純音聴力検査を実施した34例の聴力レベルは
15dB から84dB までとその幅は広かった．両側とも
正常であった例は3例，片側が正常であった例は2例
で29例に両側の難聴が認められ，全体の91.1％に難
聴が認められた（図1）．4分法による平均聴力レベ
ルでは34例68耳のうち，正常は7耳，軽度難聴は16
耳，中等度難聴は27耳，準高度難聴16耳，の高度難
聴は2耳，最小可聴閾値が90dB 以上の重度難聴者は
認められず，41dB から50dB の中等度難聴が39.7％
を占めていた（図2）．選別聴力検査は35例70耳に実
施し，すべての周波数において反応が得られた音圧
は30dB から70dB と幅広かったが，周波数が高いほ
ど音圧が高くなり（図3），4000Hz において70dB で
も2例が無反応であった．4分法による平均聴力レベ
ルで35例70耳のうち軽度難聴が9耳で最小可聴音圧
30dBであったのは5耳であった．中等度難聴は38耳，
準高度難聴は22耳，高度難聴は1耳で，重度難聴は
認められなかった（図4）．標準純音聴力検査と選別
聴力検査の結果について，各周波数の聴力レベル（図
5）と平均聴力レベル（図6）には高い正の相関関係
が認められた．
　両側に難聴のある例の半数は左右の聴こえに差が
認められた．しかしながら，多くが軽度難聴と中等
度難聴，中等度難聴と準高度難聴という組み合わせ
が多く，難聴の程度に大きな左右差のある例は1例
図１　難聴の有無（34例）
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図２　難聴の程度（標準純音聴力検査）（34例68耳）
図３　選別聴力検査の各周波数におけるPass 値（35例70耳）
図４　難聴の程度（選別聴力検査）（35例70耳）
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図５　各周波数における標準純音聴力検査結果と選別聴力検査結果
図６　標準純音聴力検査結果と選別聴力検査結果（34例68耳）
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だけであった．今回，耳科的所見は得られていない
が，難聴者はすべて感音難聴の聴力像を示しており，
加齢性難聴が疑われる症例が多かった．
　MMSE の得点は1点から29点と幅がみられた（平
均得点18.4±6.7点）．22点以上の認知機能に問題が
ないとされる対象は12例で37.1％であった．得点が
21点以下の対象は22例で，全体の62.9％に認知障害
が疑われた（図7）．しかし，聴力評価では反応法に
配慮は必要な例もみられたが，選別聴力検査は全例，
標準純音聴力検査は34例で実施可能であった．実施
不可能であった1例に関しては MMSE 検査結果が1
点と低く，選別聴力検査での反応の再現性も乏しく，
標準純音聴力検査の手続きについて理解困難であっ
た．
　MMSE の得点と選別聴力検査および標準純音聴
力検査の所要時間の関係について，どちらの検査に
おいても MMSE と検査所要時間に相関は認められ
なかった（図8）．
　軽度難聴以上の対象で問診にて聞こえにくさの確
認ができた25例のうち，聞こえにくさの自覚のある
ものは10例（40％），聞こえにくさの自覚のないも
のは15例（60％）であった（図9）．また，難聴の自
覚と MMSE の得点で比較すると，MMSE 得点が
22点以上の5例は難聴の自覚がなく，そのうち2例は
MMSE 得点が27点以上で両側軽度難聴と両側中等
度難聴であった（図10）．
　聞こえにくさの自覚のある症例のうち補聴器を装
用しているもの1例，使用経験のあるもの1例，また
図７　Mini-Mental State Examination（MMSE）の結果
図８　MMSE 結果と検査実施
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図９　難聴の自覚（良聴耳の平均聴力レベル26dB 以上の25例）
図10　MMSE の結果と難聴の自覚
購入希望のあるものが1例みられた．
４．考察
　今回の調査により，一部ではあるが高齢者の聴力
の実態と聞こえにくさおよび補聴の捉えかたを把握
することが可能であった．
　加齢による難聴は家族や介護者にとってコミュニ
ケーションの阻害要因の1つといえる．今回の対象
は後期高齢者が多く含まれていたため難聴の出現率
は85.3％と高かった．しかし，難聴が認められた症
例の60％は難聴の自覚がなく，良聴耳の平均聴力レ
ベルが低い症例ほど自覚がない傾向にあった．加齢
による難聴は進行がゆっくりであるため，自覚しに
くいとされている．そのため，特に聴力が低下し始
めていると考えられる軽度難聴の例で自覚に欠ける
結果となったことが考えられた．しかし，日常の会
話に少しずつ差しさわりが出現してくる軽度，中等
度難聴者には補聴器が有効と言われている6）のに対
し，補聴器を装用している対象は1例であった．補
聴の機会は聴力の程度に関係なくほとんど保障され
ていない現状が把握できた．難聴の自覚は補聴器装
用に大きく影響するため，軽度難聴から不自由さへ
の意識を促すと同時に難聴自覚困難の要因が認知機
能の問題であるのか，聴力活用の必要性が少ない生
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活環境の問題なのか，聴覚障害の特質なのかを見極
め，対応していく必要がある．
　一方で，難聴の自覚がない場合でも，家族や介護
者により難聴を指摘されることもあり，家族を含め
たカウンセリングが必要であると考えられる．
　MMSE により認知機能の低下が認められた対象
でも聴力検査の実施が可能であり，高齢者における
難聴の出現率の高さが再確認できる結果が得られ
た．したがって，検査手順および反応法に配慮は必
要ではあるが，高齢者に対して聴力検査を受けるこ
と及びその必要性を啓発する機会を提供し，さらに
は補聴器による生活の質の向上に結び付けるシステ
ム作りが必要であると考えられる．そのためには，
家族や介護職員に対する啓発活動の機会を増やすこ
とが求められ，耳鼻咽喉科医や言語聴覚士をはじめ
とする医療職の大きな課題であるといえる．また，
今回の調査において検査手続き理解が困難な場合で
もその反応を工夫することにより聴覚評価が可能で
あり，標準純音聴力検査結果と選別聴力検査結果に
大きな差はなかったことから，高齢者に対して負担
の少ない選別聴力検査でも補聴器フィッティングの
手掛かりになる閾値情報が得られる可能性が示唆さ
れた．補聴器装用を行うことでコミュニケーション
が改善され，自己の聴力低下に対する過大評価も低
下する報告があり7）検査結果を補聴につなげること
が可能となれば，QOL の向上にもつながることが
考えられる．さらに，今後は聞こえにくさが認知症
に関連しているかどうか，また関連するとすれば
どの程度関連するのかが究明されるべき課題として
残った．
５．まとめ
　今回，有料老人ホームを利用している高齢者を対
象に認知機能および聴力レベルの実態の調査を行っ
た．その結果，聴力検査に関しては選別聴力検査と
通常行われる標準純音聴力検査の間に相関が認めら
れ，選別聴力検査でもほぼ正確な聴力程度を知るこ
とができることが分かった．また，認知レベルが低
下していてもその検査手技を工夫することで聴力検
査は可能であった．このことより，認知機能に問題
があると考えられる高齢者にも補聴器フィッティン
グおよび補聴器装用の手掛かりを得ることができ，
これによって生活の QOL が向上することも考えら
れた．
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Abstract
　In this study, intended for 35 cases of the elderly, accurate and efficient hearing test methods of for the elderly 
were studied. In addition, we researched and also considered the relationship between the cognitive function and 
degree of hearing, and the hearing aid situation. As a result, the hearing loss was observed in one or both sides 
in 91.1% of the objects, and among those 39.7% had moderate hearing loss. Cognitive impairment was observed in 
62.9%. However, no correlation was observed cognitive function and the time it takes for both screening audiometry 
or standard pure-tone audiometry. High correlation was observed between results of the standard pure-tone 
audiometry and results of screening audiometry. It was suggested that results of screening audiometry which is 
less burdensome than the standard pure-tone audiometry are useful for the fitting of the hearing aid for the elderly. 
Also, the necessity of making a system, linked to the improvement of QOL by the use of hearing aids, which would 
provide opportunities for the awareness and discovery of hearing loss in the elderly was considered.
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